別記様式第４号（第１３関係）
平成　年度農山漁村活性化プロジェクト支援交付金実績報告書
                          　  　                                                  番　　　号
                            　  　                                                年　月  日
　地　方　農　政　局　長　　殿
　　（北海道にあっては農林水産大臣）
                                     　      都道府県知事    　氏              名  　　 印                                   　　　　　　　（市 町 村 長　 　 氏　　      　　名　 　　印） 
　平成　年　月　日付け第　号をもって交付金交付決定の通知があった農山漁村活性化プロジェクト支援交付金について、下記のとおり実施したので、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付要綱第13第１項の規定に基づき、報告する。
　（なお、併せて精算額　　　円の交付を申請する。）
                                              記
１　事業の目的
２　収支精算　　（別紙３、４、５、６及び７のとおり）
３　事業の成果　　（別紙１及び２のとおり）
４　事 業 の 完 了 年 月 日　 　　平成　　年　　月　　日
（注）１　間接補助事業者に対し間接補助金を交付している場合にあっては、別紙３の（２）の備考欄に、間接補助金の交付を完了した年月日を記載すること。
２　別記様式第６号の財産管理台帳及び各事業費の根拠となる支払経費ごとの内訳を記載した資料、帳簿の写し又は補助金調書の写しを添付すること。
別記様式第５号（第13第３項関係）
平成　年度農山漁村活性化プロジェクト支援交付金仕入れに係る消費税等相当額報告書
                          　  　                                                  番　　　号
                            　  　                                                年　月  日
　地　方　農　政　局　長　　殿
　　（北海道にあっては農林水産大臣）
                                     　      都道府県知事    　氏              名  　　 印                                   　　　　　　　（市 町 村 長　 　 氏　　      　　名　 　　印） 
　平成　年　月　日付け第　号をもって交付金交付決定の通知があった農山漁村活性化プロジェクト支援交付金について、当該交付金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定したので、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付要綱第13第３項に基づき、下記のとおり報告する。
記

１　適正化法第15条の交付金の額の確定額

　　(平成　年　月　日付け第　号による額の確定通知額)

２　交付金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額

４　交付金返還相当額（３－２）


　(注)記載内容の確認のため、都道府県又は市町村並びに事業主体毎に以下の資料を添付すること。
なお、事業主体が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付すること。

・消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し

・３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる資料も併せて提出すること）

・事業主体が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料

５　当該交付金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合、その状況を記載
(注)消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載すること。

６　当該交付金に係る仕入に係る消費税相当額がない場合、その理由を記載


(注)記載内容の確認のため、都道府県又は市町村並びに事業主体毎に以下の資料を添付すること。

　　なお、事業主体が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付すること。
・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書、売上高を確認できる資料
・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）

・事業主体が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料
別記様式第６号（第15条）
　財産管理台帳
	地　 区　名
	事業実施主体
	名称
	形状
寸法
	数量
	単価
	
	処分制限期間
	処 分 の 状 況
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	取得金額
	　交付金
（国費相当額）
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	耐用年数
	処分制限年月日
	処分の類別
	処分年月日
	交付金返還額
	

	
	
	
	
	
	円
	円
	     円
	
	
	
	
	円
	

	        合　　　　　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　注１　数年にわたって施工する施設については、完成した年度で記載するものとし、備考欄に施工期間を記載する。
　　２　交付金欄には、別記様式第４号の別紙５による精算交付額（国費相当額）を（　）書きで記入する。なお、当該施設の処分等に当たって国費の返還を
　　　必要とする場合は当該国費相当額により返還額を算定することとする。
別紙３
収　支　精　算　書
	区　　　　　分
	事業費
	交付額
	都道府県費
	市町村費
	その他
	備　考

	１  農山漁村活性化プロジェクト支援整備交付金
（１）事業費
（２）都道府県附帯事務費
（３）市町村等附帯事務費
２  農山漁村活性化プロジェクト支援推進交付金
	円
	円
	円
	円
	円
	

	合　　　　　計
	
	
	
	
	
	


　（注）予算額を上段括弧書、精算額を下段に記載すること。
（１）収入の部
	区　　　　　分
	本年度
精算額
	本年度
予算額
	    比 較 増 減
	備　考

	
	
	
	　　　 増  
	 　減
	

	１　農山漁村活性化プロジェクト　支援整備交付金
２　農山漁村活性化プロジェクト　支援推進交付金
３　そ　の　他
	円
	円
	円
	円
	

	合　　　　　計
	
	
	
	
	


（２）支出の部                                                                                
	区　　　　　分
	本年度
精算額
	本年度
予算額
	    比 較 増 減
	備　考

	
	
	
	　　　 増 
	 　減
	

	１　農山漁村活性化プロジェクト　支援整備交付金
２　農山漁村活性化プロジェクト　支援推進交付金
	円
	円
	円
	円
	

	合　　　　　計
	
	
	
	
	


別紙４　交付金精算
	区　　　　　分
	本年度
交　付
決定額
	本年度
精　算
事業費
	精　算
交付額
	概 算 払
受 領 額
	差引交付額
未受領（返還）額
	備　考

	１　農山漁村活性化プロジェクト支援整備交付金
（１）事業費
（２）都道府県附帯事務費
（３）市町村等附帯事務費
２  農山漁村活性化プロジェクト支援推進交付金
	円
	円
	円
	円
	円
	

	合　　　　　計
	
	
	
	
	
	


（注）１　１の(1)及び２の精算交付額の欄には、別紙５により算出した精算交付額を記載すること。
別紙５　精算交付額（別紙４中１の(1)及び２）
	区　　　　　分
	全　体
事業費
	交付額
算定
交付率
	交　付
限度額
(A)
	本年度末
進ちょく率
(B)
	前年度まで
の交付済み
の　総　額
(C)
	本 年 度
執行
事 業 費
(D)
	単年度
精算
交付額
(E)
	本 年 度 
交付決定額
(F)
	次年度
以降
調整額
(G)
	精算交付額
（国費相当額）
(H)
	備　　考
	

	１　農山漁村活性化プロジェクト支援整備交付金
　(1)　事業費         
　　                 ○○
                     △△
                     □□
	円
   
	％

	円
 
	％
 
	円
 
	円
 
	円
	円
	円
	円
	 
	

	合　　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２　農山漁村活性化プロジェクト支援推進交付金     
　　　　　　　　     ○○
                     △△
                     □□

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	            
	

	合　　　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）　１　施設等ごとの内訳についても記載すること。
  　　　２　「前年度までの交付済みの総額（Ｃ）」は、前年度までの「精算交付額（国費相当額）（Ｈ）」の合計を記入する。
  　　　３　「単年度精算交付額（Ｅ）」は、交付限度額（Ａ）×本年度末進ちょく率（Ｂ）－前年度までの交付済みの総額（Ｃ）の算式により求めるものとす　　　　　る。
  　　　４　「次年度以降調整額（Ｇ）」は、第６第２項による額を記載するものとする。ただし、次年度以降調整額の合計額は本年度交付決定額（Ｆ）－単年　　　　　　度精算交付額（Ｅ）の合計額の範囲内とする。
　　　　５　「精算交付額（国費相当額）（Ｈ）」は単年度精算交付額（Ｅ）＋次年度以降調整額（Ｇ）とする。
        ６  「本年度交付決定額（Ｆ）」、「次年度以降調整額（Ｇ）」の施設等ごとの内訳については、実際の配分額、調整額を記入する。なお、国費の返還　　　　　が必要となった場合は、「精算交付額（国費相当額）（Ｈ）」により返還額を算定することとする。
別紙６　附帯事務費
	区　　　　　分
	事業費
	交付額
	都道府県費
	市町村費
	その他
	備　考

	１　都道府県附帯事務費
　　　人件費
　　　　給料
　　　　職員手当等
　　　謝金
　　　旅費
　　　庁費
　　　　賃金
　　　　共済費
　　　　需用費
　　　○○○
　　　○○○
２　市町村等附帯事務費
　○○市
　　　謝金
　　　旅費
　　　庁費
　　　　賃金
　　　　共済費
　　　　需用費
　　　○○○
　　　○○○
　○○町
      ○○○
      ○○○
　○○土地改良区
      ○○○
	円
	円
	円
	円
	円
	

	合　　　　　計
	
	
	
	
	
	


別紙７　工事雑費
	地　 区 　名
	事業実施主体
	事　業　費
	工 事 雑 費
	備　　　　考

	○○地区
○○地区

	○○市
○○土地改良区
○○土地改良区
	円
	円
	

	合　　計
	
	
	
	


